
資料４－１

参考資料①（日本航空の再建について）参考資料①（日本航空の再建について）

1



平成２２年

日本航空の再建への取組み状況について

１月１９日
・日本航空が、企業再生支援機構に支援の申込
みを行うとともに、裁判所に会社更生法に基づく

平成 年

１２月３１日
・整理解雇の実施。

更生手続き開始の申し立て。

これを受け、企業再生支援機構が支援決定。
また、裁判所 が更生手続き開始決定。

４月２８日

３月２８日
・更生債権２，５５０億円のリファイナンス。
・更生手続終結の決定

平成２３年

４月２８日
・日本航空が、再生に向けた２０１０年度路線便
数計画を発表。２００８年度対比で、国際線が約
４割の縮小、国内線が約３割の縮小。

更生手続終結の決定。

平成２４年
４割の縮小、国内線が約３割の縮小。

８月３１日
・企業再生支援機構が、日本航空の更生計画案
を東京地方裁判所に提出。

８月１０日
・「日本航空の企業再生への対応について」を発表。
９月１０日
・上場時の売出し価格決定（１株当たり３７９０円）

１１月３０日
・日本航空の更生計画について、東京地
方裁判所が認可。

・上場時の売出し価格決定（１株当たり３,７９０円）

９月１９日
・日本航空が東京証券取引所に再上場。

◇売却総額６，６３３億円◇売却総額 ， ３３億円
・企業再生支援機構による支援完了。１２月１日

・機構による３，５００億円の出資。
・金融機関による５，２１５億円の債権放棄
（債権放棄割合８７ ５％）（債権放棄割合８７．５％）。
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事業 財務 スキーム

支援機構出資による資本増強初年度資産超過 実現大幅なダウ サイジ グ 即時実行

更生計画の概要

共益債権等

負債
12,269

機材

非効率機材の早期退役による機種数の削減と、
新鋭中小型機材の導入によるダウンサイジング

・747-400、A300-600、MD-81/90の全機を含む計103機
を退役、運航機種数を7→4機種に削減（ﾘｰｼﾞｮﾅﾙ機を除く）

金融機関等による債権放棄

支援機構出資による資本増強

支援機構による3,500億円の出資を通じて資本増強を
図り、当該増資資金でリストラ・機材導入を推進

初年度資産超過の実現

（億円）2010/3末

2011/3末

不採算路線の大胆な撤退

大幅なダウンサイジングの即時実行

その他▲91

資産

DIP
ファイナンス

更生担保権

資産

負債

更生債権等

15,174

,

3,600

2 941
3,500

11,145

7,773

3,124

248
出資

資産超過

路線

早期退職・子会社売却等による大規模人員削減
の深掘・前倒し 更生3社合併

金融機関等による債権放棄

金融機関等の更生債権者に対し、一般更生債権の
87.5%（総額5,215億円）の債権放棄を要請

人事
賃金

不採算路線の大胆な撤退

・国際線：75路便(FY09末)→65路便(FY12末)
・国内線：148路線(FY09末)→109路線(FY12末)

徹底した固定費の削減

債務免除
カット対象

債権

債務超過

9,592

2,941

5,956

1,216

5,215

2011/3期
当期純利益
6,431

空港
体制

・グループ：48,714人(FY09末)→約32,600人(FY10末)
複雑化・肥大化した諸手当・福利厚生の見直し

JALS、JALI、JLCの更生3社を認可決定日の翌日に
合併、JALIを存続会社とする

株主責任の明確化

更生 社合併後 既存株主 全株式（普通株式 種
初年度営業黒字の達成

賃金
制度

コスト

関西・中部国際空港における空港業務の外部
委託化を通じた自営体制の大幅縮小

調達部門による購買契約の一元管理やIT刷新

（※連結概算ベース）

14,948 13,250 12,229 12,733

4.8%
6.2% 9.2%

運航
体制

地方運航子会社の地域密着度強化および単一
機種運航子会社による効率的な体制の実現

企業年金基金の制度改定

現役・OB共に給付減額・予定利率の引き下げを行

更生3社合併後、既存株主の全株式（普通株式・A種
優先株式）を無償取得し消却する売上高 （億円）

削減 による効率性向上を通じた持続的なコスト削減

ネットワークの再構築

▲ 1,337
641 757 1,175

8 9%

2010/3 2011/3 2012/3 2013/3

アライ
アンス

更生債権等の早期一括弁済

既存及び新規取引金融機関からの資金調達により

現役 OB共に給付減額 予定利率の引き下げを行
い、会社負担債務（※）を約30%圧縮アメリカン航空とATI認可を申請し太平洋路線の

収益を強化、他航空会社とも二者間提携を活用

営業

営業利益
（※：年金財政決算上の未償却過去勤務残高ベース）

事業体制の再構築

事業
再編

ホテル事業の売却をはじめとする事業再編を
実行し、航空事業に経営資源を集中

2010/3期 2011/3期 2012/3期 2013/3期

▲ 8.9%

経営管理体制 人材マネジメントの強化安全運航確保
•リーダー層への教育研修の実施を通じた徹底的な意識•グループ損益実体把握の早期化 グループ経営方針計画 実行にあたり安全 配慮が疎かにならな よ

既存及び新規取引金融機関からの資金調達により、
更生債権等の早期一括弁済に向け努力を行う

営業
利益率 （※連結概算ベース）

再編 実行し、航空事業に経営資源を集中

リスク
対応

イベントリスクの兆候把握・影響分析を早期に実
施し、緊急的な固定費削減策を機動的に発動

安全運航体制・経営管理体制・人材マネジメント

•リーダー層への教育研修の実施を通じた徹底的な意識
改革の推進

•評価制度の適切な運用を通じ、成果をあげた人材が登
用される人事制度への変更

•グループ損益実体把握の早期化、グループ経営方針
共有の深化を通じた緊密な経営管理体制の確立

•各役員の収益・コスト両面での数値責任明確化による
強固な執行体制の確立

•計画の実行にあたり安全への配慮が疎かにならないよ
う、経営陣と現場一帯のコミュニケーションを密に図り、
適切なマネジメントを通じて安全運航体制を堅持
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日本航空の再建のための措置・取り組みについて

建 ため 措置 建 ため り組再建のための措置 再建のための取り組み

○企業再生支援機構による出資
（3,500億円）

○事業規模の縮小
国際線４割削減
国内線３割削減

○企業再生支援機構による融資
（800億円）

国内線３割削減
貨物専用機の運航休止

○人員削減
○日本政策投資銀行による融資

（計2,800億円）

○人員削減
（48,000人→32,000人）

○人件費削減
○債権放棄の実施 （5,215億円）

○既存株式の１００％減資

○人件費削減

○企業年金削減
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日本航空の経営状況（全日空との比較）

売上高の推移
（単位 億円）JAL ANA （単位：億円）
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営業損益・純損益の推移
JAL会社更生法適用

（単位：億円）（純損益）

（営業損益）
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※ＪＡＬの2009年度は第3四半期までの数字
※ＪＡＬの2010年度の純損益は未公表
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日本航空の企業再生への対応について（平成24年8月10日発表）
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日本航空の上場に当たっての国土交通大臣コメント(平成24年9月19日)
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